
 

平成１８年度当初予算 施策別概要 

 
 

                   33301 地域福祉活動の推進   （健康福祉部） 

                   33302  地域福祉を支える民間団体等との協働 

  （主担当部局：健康福祉部）                    (健康福祉部） 

                   33303 ユニバーサルデザインのまちづくりに向けた 

                      総合啓発         （健康福祉部）    

       

＜施策の目的＞ 

 （対象）県民が 

 （意図）地域で助け合い、高齢者や障害者等の生活を支えている 

 

＜施策の数値目標＞ 

目 標 項 目  Ｈ１５年度 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 

目標値 － ３９．７ ４６．３ ５３．０ 
身近な相談、援助体
制が充実していると
感じている人の割合
（％） 実績値 ３３．１ ３１．６   

※ 必要な相談、援助を身近なところで安心して受けられると感じる人の割合 

（県民意識基礎調査） 

 

＜平成１８年度に残っている課題＞ 

① 福祉サービスへのニーズは多様化、複雑化しており、よりきめ細かな支援が必要となっ

ていることから、住民にとってより身近な地域で適切なサービスが提供される地域社会づ

くりが求められています。 

② 多様な福祉ニーズに対応したサービスの充実を図るため、ボランティア活動を通じて、

地域住民が主体的に福祉活動へ参画できる環境づくりを進める必要があります。 

③ 市町村合併が進展し、市町村が広域化する中で、住民の身近な地域での相談・支援体制

の整備が重要な課題となっています。 

④ 年齢や障害の有無、国籍などにかかわらず、だれもが自由に社会参加できるまちづくり

を実現するため、ユニバーサルデザインの考えに立ったまちづくりが必要となっています。 

 

＜平成１８年度の施策の取組方向＞ 

① 市町村地域福祉計画の策定を促進するため、地域福祉計画の策定が遅れている市町村に

対して、情報提供やアドバイザー派遣などの支援を引き続き実施します。 

② ボランティア活動のより一層の活性化を図るため、ボランティアコーディネーターやボ

ランティアの養成を行うとともに、地域福祉を支える各種団体、ボランティアなどをコー

ディネートする市町村社会福祉協議会の活動を支援します。 

③ 民生委員・児童委員の資質向上等に向けた研修を実施します。 

④ ユニバーサルデザインのまちづくりを推進するため、ＵＤアドバイザーの養成に引き続き

取り組むとともに、学校、企業等におけるＵＤの体験研修や啓発キャンペーン等の実施に

ついて、ＵＤアドバイザー団体が主体となった取組を支援します。 

３３３ 地域とともに進める福祉

社会づくり 



 

＜主な事業＞ 

① 地域福祉推進計画策定等事業 【基本事業：33301 地域福祉活動の推進】 
当初予算額：⑰６３９千円 → ⑱ ５００千円 
事業概要：市町村における地域福祉の総合的、計画的な推進が図られるよう、研修会

や情報交換会議などの開催、アドバイザー派遣等を通じ、市町村地域福祉

計画の策定を支援します。 
 

② ボランティアセンター事業費補助金 

【基本事業：33302 地域福祉を支える民間団体等との協働】 

当初予算額：⑰１８,３０８千円 → ⑱ １３,８９１千円 

事業概要：県域及び市町村域におけるボランティア活動のより一層の活性化を図るた

め、三重県社会福祉協議会が行う福祉教育推進事業、ボランティアコーデ

ィネーター養成事業、広報啓発事業等を支援します。 

 

③ 民生委員研修費 【基本事業：33302 地域福祉を支える民間団体等との協働】 

当初予算額：⑰２，８３７千円 → ⑱ ２，６４６千円 
事業概要：社会経済情勢の変化に伴い、複雑多様化する福祉ニーズに的確に対応した

民生委員・児童委員活動を確保するため、その資質の向上を目的とする研

修を行います。 
 

④ ＵＤのまちづくり推進事業 

【基本事業：33303 ユニバーサルデザインのまちづくりに向けた総合啓発】 

当初予算額：⑰２,９４６千円 → ⑱ ７,５４０千円 

事業概要：ユニバーサルデザインのまちづくりにかかる推進計画の見直しに必要な事

項について調査等を行います。 

  

⑤（新）企業ＵＤ文化創造支援事業費 

【基本事業：33303 ユニバーサルデザインのまちづくりに向けた総合啓発】 

当初予算額：⑰ － 千円 → ⑱ ４,０９７千円 

事業概要：だれもが日常的に接するサービスや生活環境などの多くの部分に企業活動

が関わっていることから、ＵＤを規範のひとつとし企業活動が展開される

社会づくりをめざして、企業への啓発と活動促進のための支援を行います。 

 

 


